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データセンターの申込み状況
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2大規模需要の申し込み・問い合わせ状況

PVの2050年導入量は広域機関マスタープランベースシナリオを参照
2030年導入量はエネ基の野心的水準と供計値をもとに試算

データセンターからの事前検討が2020年頃より加速度的に増加しており、1件あたりの規模は大容量化の傾向
 お申込みについては、現時点で累計約950万ｋＷの託送申込み（容量仮確保）を受付済み
 太陽光は北関東を中心に1,900万kWが導入されており、至近では蓄電池からの申込みも増加
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8月時点：
506件

8月時点：
5,905万kW

2024末推定:
1,000件以上
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基幹系統において再エネ増加等により湾岸火力の稼働率が低下し、西側需要地への直接供給が減少する
ため、西向き潮流が重くなってきている状況

東側の系統で供給余力のある変電所近傍から供給することで、早期接続および投資費用（託送料金）の
抑制につながる

基幹系統における潮流状況

＜基幹系統の潮流状況＞ ＜東側A変電所の24h潮流状況＞
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空き容量①

（ア）湾岸火力の稼働率が低下
（イ）基幹系統の西向き潮流（東西潮流）が増加 空き容量①：常に受電可能な空き容量

空き容量②：潮流状況に合わせて受電可能な空き容量

太陽光により昼間に逆潮流が発生。
→潮流状況に追随可能な負荷があれば、
変電所容量の有効活用が可能

空き容量②

現状 今後

（ア）

（イ）
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 千葉印西・白井エリアにおいては、国内外の主要IT企業が次々に大規模データセンターを新設、電力需要
が急増している

 段階的な契約増加を見込む形で申込みをいただき、一般送配電事業者においてはこの当初の計画をベー
スとして設備形成（送配電設備の整備）を行うが、その後に当初計画以下の計画に変更されることで、過
大な設備増強となるおそれがある

 過大な申込みにより、後発の需要家の連系が遅れる可能性や、過大な設備増強による託送料金負担への
影響が考えられる

千葉印西・白井エリアの契約電力状況

当初計画から
2～3年遅れ

当初計画の
3割程度

2025年1月時点
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電力系統の余力を有効活用するための取り組み

 余力のある電力系統への接続により、投資抑制・既存設備の有効活用を目指し、電力系統状況（余力等）の粒度の高い
情報発信の拡充により、お客さま参加型の設備形成を目指す

 多くの申込みがある再エネ、データセンター、蓄電池について、これらの地点や運用を整合させ、新たな系統余力を生む

 データセンター運開後に計画通りに需要増加していない事例等を踏まえ、実態の伴わない容量確保分を解放出来る仕組み
や、対策工事開始後に下方修正した大規模需要家に対し追加の費用負担を請求する仕組み等の検討をお願いしたい

電力系統余力のない地域を含めたデータセンターの接続に向けた取り組み

 データセンターの分散化により、系統容量不足を解消し、レジリエンスを確保

 データセンターの分散化に必要となる通信基盤（例えば、都心から100kmまで）の高度化・次世代化に向け、通信事業者
さまとも連携しつつ検討

 学習、推論、HPC、ストレージなどデータセンターの役割分担に応じた立地と設備形成を検討

 大量のデータセンター需要に対する供給力確保策として、再エネ導入拡大とデータセンター需要（ワークロードシフト）を組み
合わせたワット・ビット連携によりGX・DXの両立を実現

 今後、本検討の一助として、当社が取り組むワークロードシフトによる効果に係る実証内容を提示

まとめ


